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地球温暖化係数（GWP） 
2025 年 4 月 30 日公表 

Ver. 1.0 

本文書は、2025 年 3 月 5 日にサステナビリティ基準委員会（SSBJ）より公表された SSBJ 基準
（2025 年基準）を適用することを前提として作成しています。 
2026 年 3 月 13 日に SSBJ より公表された改正 SSBJ 基準（2026 年改正基準）を適用する
場合は、2026 年 3 月 31 日公表の Ver. 2.0 をご参照ください。 

 
目 的 

1. 本文書では、温室効果ガス排出量の開示を作成するにあたり用いる地球温暖化係数（以下
「GWP」といいます。）について、参考となる情報を提供することを目的としています。 

 

キーワード 
地球温暖化係数、GWP、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、AR5、AR6 

 
何が求められているのか 

2. SSBJ基準では、地球温暖化係数（GWP）について、「１単位の特定の温室効果ガス放射強
制力に与える影響（大気への悪影響の度合い）について、１単位の二酸化炭素の放射強制
力に与える影響と比較して説明する係数をいう」（気候基準第６項(7)）と定義しています。難しい
表現を使っていますが、二酸化炭素以外の特定の温室効果ガスの排出量を、CO2 相当量に変
換するための係数のことをいいます。 

3. また、SSBJ 基準では、スコープ 1、スコープ 2 及びスコープ 3 温室効果ガス排出のそれぞれについ
て、以下の 7 種類の温室効果ガスの CO2 相当量の合計を開示することを求めています。 

二酸化炭素 CO2 三フッ化窒素 NF3 

メタン CH4 パーフルオロカーボン類 PFCs 

一酸化二窒素 N2O 六フッ化硫黄 SF6 

ハイドロフルオロカーボン類 HFCs   

温室効果ガス排出に関する開示を行うにあたり、7 種類の温室効果ガスを CO2 相当量に集約し
なければならない。（気候基準第 65 項） 

当報告期間中に生成した温室効果ガス排出の絶対総量について、次の 3 つに区分して開示しな
ければならない。（気候基準第 47 項） 
(1) スコープ 1 温室効果ガス排出 
(2) スコープ 2 温室効果ガス排出 
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(3) スコープ 3 温室効果ガス排出 

4. 温室効果ガスは、ガスの種類によって、気候変動に影響を与える温室効果の程度が異なると言
われています。この点、1997 年に採択された「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議
定書」1 では、温室効果ガス排出の削減という目的を達成するにあたり、ガスの違いによる温室効
果の程度の違いを反映した温室効果ガス排出の総量を国別に識別するため、CO2 相当のメート
ル・トン（mt(e)）という共通の単位に変換することとしました。 

5. 異なる種類の温室効果ガスを CO2 相当のメートル・トン（mt(e)）という共通の単位に変換す
るにあたり、SSBJ 基準では、「気候変動に関する政府間パネル」（以下「IPCC」といいます。）
の評価における、100 年の時間軸に基づく GWP を用いることとしています。 

 
「IPCCの評価における、100年の時間軸に基づく GWP」とは何か 

6. IPCC は、世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により 1988 年に設立され
た政府間組織であり、その目的は、各法域における政府の気候変動に関する政策に科学的な
基礎を与えることとされています 2。 

7. IPCC からは、温室効果をもたらす時間軸として、20 年、100 年、500 年を仮定した GWP が
公表されていますが、前述の京都議定書における温室効果ガス排出削減の枠組みでは、100
年の時間軸に基づく GWP を用いることとされました 3。 

8. IPCC は、IPCC 報告書（「Climate Change: The Physical Science Basis」）を概ね 5
年から 7 年ごとに公表しており、この報告書の中に、GWP が掲載されています。これまで、報告書
が公表される都度、GWP も更新されていますが、2025 年 4 月現在、IPCC 第 6 次評価報告
書（6th Assessment Report (AR6)）に掲載されている GWP が、最新の GWP（本資料
別紙の「2025 年 4 月現在の最新の IPCC 評価における 100 年の時間軸に基づく GWP」参
照）となります。 

9. なお、2015 年 12 月に国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）において採
択され、2016 年 4 月に発効したパリ協定では、締約国は、温室効果ガス排出を報告するにあ
たり、IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）又はその後の IPCC 評価報告書の 100 年の時間軸
に基づく GWP を用いなければならないとされています 4。 

 
 

 
1 外務省ウェブサイト https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/treaty/pdfs/t_020413.pdf 
2 気象庁ウェブサイト https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/ipcc/index.html 
3 環境省ウェブサイト https://www.env.go.jp/council/former/tousin/ondant21.html 
4 Paris Rulebook (Decision 18/CMA.1, annex, paragraph 37) 
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なぜ、SSBJ基準は IPCCが公表する GWPを用いることを求めているのか 

10. 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」といいます。）から公表された ISSB 基準では、
企業間の温室効果ガス排出量の比較可能性を向上させ、また、最新の科学的知見を反映する
ことを目的として、最新の IPCC の評価における 100 年の時間軸に基づく GWP を用いることが
要求されています（IFRS S2 号「気候関連開示」BC92 項）。SSBJ 基準においても、国際的に整合
性のある基準を開発する観点から、同様の定めを取り入れることとしました。 

どのように GWPを用いなければならないのか 

11. SSBJ 基準では、温室効果ガス排出の測定方法について、直接測定の方法による場合と、見積
りの方法による場合に分けて、それぞれ、GWP の用い方を定めています（気候基準第 66 項及び第

67 項）。 

直接測定の方法による場合 
温室効果ガス排出を測定するにあたり、直接測定の方法による場合、報告期間の末日において
利用可能な、最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の
時間軸に基づく地球温暖化係数を用いて、7 種類の温室効果ガスを CO2 相当量に変換しなけ
ればならない。（気候基準第 66 項） 

 

見積りの方法による場合 
温室効果ガス排出を測定するにあたり、見積りの方法による場合、温室効果ガス排出を測定する
基礎として、企業の活動を最も表現する活動量と、当該活動量に対応する排出係数を使用しな
ければならない。（気候基準第 67 項） 
第 67 項において、見積りにおいて使用する排出係数が、既に、構成する温室効果ガスを CO2相
当量に変換したものである場合、報告期間の末日において利用可能な、最新の「気候変動に関
する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時間軸に基づく地球温暖化係数を用
いて、排出係数を再計算することは要求されない。一方、見積りにおいて使用する排出係数が、
構成する温室効果ガスをCO2相当量に変換したものではない場合、報告期間の末日において利
用可能な、最新の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）の評価における、100 年の時
間軸に基づく地球温暖化係数を用いなければならない。（気候基準第 68 項） 
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12. 直接測定の方法により温室効果ガス排出を測定する場合、報告期間の末日において利用可能

な、最新の IPCC の評価における、100 年の時間軸に基づく GWP を用いて、温室効果ガス排
出量を CO2 相当に変換することとなります（気候基準第 66 項及び B5 項）（本資料 4 頁のフロー
チャート①参照）。したがって、2025 年 4 月においては、AR6 を用いることになります。 

13. 一方、見積りの方法により温室効果ガス排出を測定する場合、温室効果ガス排出量が活動量
に対応する排出係数により既に CO2 相当量に変換されているかどうかによって、対応が異なること
になります。 

14. すなわち、温室効果ガス排出量が、排出係数により既に CO2 相当量に変換されている場合、再
計算することは要求されませんが（気候基準第 68 項前段）（本資料 4 頁のフローチャート②参
照）、CO2 相当量に変換されていない場合、報告期間の末日において利用可能な、最新の
IPCC 評価における 100 年の時間軸に基づく GWP を用いて CO2 相当量に変換しなければなり
ません（気候基準第 68 項後段）（本資料 4 頁のフローチャート③参照）。したがって、後者の場
合、2025 年 4 月においては、AR6 を用いることになります。 

 
温対法に基づく温室効果ガス排出量を、SSBJ基準に基づく開示値の作成にあたり用いる場合 

15. SSBJ 基準では、温室効果ガス排出の測定にあたり、原則として、温室効果ガスプロトコルの企
業算定及び報告基準（2004 年）（以下「GHG プロトコル（2004 年）」といいます。）に従
わなければならないと定められていますが、法域の当局又は企業が上場する取引所が、温室効
果ガス排出を測定するうえで異なる方法を用いることを要求している場合、当該方法を用いること
ができるとの容認規定が定められています（気候基準第 49 項ただし書き）。 

16. この定めは、同じような計算を二度行うことで追加のコストがかかることを避けるという IFRS S2 号

変換されている

GHG排出の測定方法

変換されていない

(構成ガスの)排出量×
(BC170項)

報告期間の末日において利用可能
な、最新のIPCC評価における100
年の時間軸に基づくGWPを用いる
(第66項・B5項)

再計算は要求されない
(第68項前段)

報告期間の末日において利用
可能な、最新のIPCC評価にお
ける100年の時間軸に基づく
GWPを用いなければならない
(第68項後段)

GHG排出量は、排出係数によりCO2相当量に変換されてい
るか (第68項)

見積りの方法 (第67項・68項)直接測定の方法 (第66項・B5項)

最新の
GWP

1

見積りの方法
企業の活動を

最も表現する活動量
CO2相当量に変換されて

いる排出係数×
2

見積りの方法
企業の活動を

最も表現する活動量
活動量に対応
する排出係数× × 最新の

GWP

3
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第 29 項(a)(ⅱ)の要求事項の趣旨を SSBJ 基準に取り入れたものと考えられます。 

17. GHG プロトコル（2004 年）とは異なる測定方法については、例えば、我が国の「地球温暖化
対策の推進に関する法律」に基づく「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」（以下「温
対法」といいます。）が該当すると考えられ、温対法に基づき測定した温室効果ガス排出量を、
SSBJ 基準に基づく開示値の作成にあたり用いることができる場合が考えられます。 

18. ここで、温対法では、用いる排出係数と GWP が、政令においてそれぞれ指定されていますが、政
令で指定されるGWPが、必ずしも「最新の IPCC評価における100年の時間軸に基づくGWP」
とはならないことがあります。例えば、2025 年 4 月現在、温対法により指定されている GWP は、
IPCC 第 5 次評価報告書（AR5）に相当するものと考えられます。このため、最新の IPCC 第
6 次評価報告書（AR6）における GWP を用いて再計算しなければならないかどうかが論点にな
り得ると考えられます。 

(1) 直接測定の場合 

19. 温対法では、温室効果ガスの種類別に、CO2 相当量への変換後の排出量を報告することが求
められており、報告にあたり原則として用いることとされている「省エネ法・温対法・フロン法電子報
告システム」（通称︓EEGS（イーグス））では、直接測定の方法による場合、温室効果ガス
の排出量を入力することにより、政令上定められている GWP が自動的に選択され、CO2 相当量
の温室効果ガス排出量が算定される仕組みとなっています。 

20. SSBJ 基準では、ISSB 基準と同様に、直接測定の方法による場合、報告期間の末日において
利用可能な、最新の IPCC の評価における、100 年の時間軸に基づく GWP を用いることとして
います。このため、仮に現時点において、任意で SSBJ 基準に従った開示を行う場合、温対法に
基づく温室効果ガス排出量を SSBJ 基準に基づく開示値の作成にあたり用いることを選択したと
きは、例えば、CO2 相当量への変換後の排出量を AR5 の GWP で割り戻し、AR6 の GWP を
乗じて再計算することが求められると考えられます（本資料 3 頁のフローチャート①参照）。 

21. なお、2025 年 4 月 28 日に公表された ISSB による IFRS S2 号の修正案 5では、法令等で
最新の IPCC 評価における 100 年の時間軸に基づく GWP 以外の GWP（例えば、AR5 の
GWP 等）を用いることが要求されている場合、その GWP を用いた温室効果ガス排出量を開示
することを容認することが提案されています。 

(2) 見積りによる場合 

22. EEGS（イーグス）では、見積りによる場合、排出活動の種類を選択し活動量を入力することに
より、政令上定められている排出係数及び GWP が自動的に選択され、CO2 相当量の温室効

 
5 公開草案「温室効果ガス排出の開示に対する修正（IFRS S2 号に対する修正案）」（コメント期限︓2025 年 6
月 27 日）https://www.ifrs.org/news-and-events/news/2025/04/issb-publishes-exposure-draft-
targeted-amendments-s2/ 
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果ガス排出量が算定される仕組みとなっています。 

23. 政令上、排出係数と GWP は別個に規定されているため、例えば、CO2 相当量への変換後の排
出量を AR5 の GWP で割り戻し、AR6 の GWP を乗じて再計算することもできなくはないと考え
られます。この点、温対法では、CO2 変換前の排出係数と GWP が別個に公表されているものの、
EEGS により温室効果ガス排出量を一元的に管理していく趣旨を考慮すると、排出係数と GWP
は一体として扱うことが適切と考えられ、これらを分けることは要求されないと考えられます。 

24. このため、温対法に基づく温室効果ガス排出量を、SSBJ 基準に基づく開示値の作成にあたり用
いることを選択した場合、排出係数を最新の GWP に基づき再計算することは要求されないと考
えられます（本資料 3 頁のフローチャート②参照）。 

25. なお、見積りによる場合も、直接測定の場合と同様に、2025 年 4 月 28 日に公表された ISSB
による IFRS S2 号の修正案では、法令等で最新の IPCC 評価における 100 年の時間軸に基
づく GWP 以外の GWP（例えば、AR5 の GWP 等）を用いることが要求されている場合、その
GWP を用いた温室効果ガス排出量を開示することを容認することが提案されています。 

 

SSBJ 基準の定めは、重要性がない項目に対して
適用する必要はないことにご留意ください。 
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別 紙 
2025年 4月現在の最新の IPCC評価における 100年の時間軸に基づく GWP6 

名称 化学式 
100年の時間軸に基づく GWP 

AR57 AR68 

二酸化炭素 CO2 1 1 

メタン 
非化石起源 

CH4 
28 27.0 

化石起源 30 29.8 

一酸化二窒素 N2O 265 273 

ハイドロフルオ
ロカーボン類 

HFC-23 CHF3 12,400 14,600 

HFC-32 CH2F2 677 771 

HFC-41 CH3F 116 135 

HFC-125 CHF2CF3 3,170 3,740 

HFC-134 CHF2CHF2 1,120 1,260 

HFC-134a CH2FCF3 1,300 1,530 

HFC-143 CH2FCHF2 328 364 

HFC-143a CH3CF3 4,800 5,810 

HFC-152 CH2FCH2F 16 21.5 

HFC-152a CH3CHF2 138 164 

HFC-161 CH3CH2F 4 4.84 

HFC-227ea CF3CHFCF3 3,350 3,600 

HFC-236cb CH2FCF2CF3 1,210 1,350 

HFC-236ea CHF2CHFCF3 1,330 1,500 

HFC-236fa CF3CH2CF3 8,060 8,690 

HFC-245ca CH2FCF2CHF2 716 787 

HFC-245fa CHF2CH2CF3 858 962 

HFC-365mfc CH3CF2CH2CF3 804 914 

HFC-43-10mee CF3CHFCHFCF2CF3 1,650 1,600 

パーフルオロカ
ーボン類 

PFC-14 CF4 6,630 7,380 

PFC-116 C2F6 11,100 12,400 

PFC-c216 c-C3F6 9,200 記載なし 

PFC-218 C3F8 8,900 9,290 

 
6 IPCC の評価報告書から抜粋した GWP を記載しています。GWP の利用にあたっては、最新の IPCC 評価における
100 年の時間軸に基づく GWP をご確認のうえご使用ください。 
7 IPCC 第 5 次評価報告書（5th Assessment Report）（温対法における SHK 制度にて指定されている GWP
は AR5 に相当） 
8 IPCC 第 6 次評価報告書（6th Assessment Report） 
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SSBJ ハンドブックは、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）事務局が SSBJ 基準を利用される方の便宜を考慮して作成
したものであり、サステナビリティ基準委員会の審議を経ていない。 
また、SSBJ ハンドブックに含まれる本文書は、公表日又は更新日現在のものであり、今後、更新する場合がある。 

名称 化学式 
100年の時間軸に基づく GWP 

AR57 AR68 

PFC-C-3189 cyc (-CF2CF2CF2CF2-) 9,540 10,200 

PFC-31-10 n-C4F10 9,200 10,000 

PFC-41-12 n-C5F12 8,550 9,220 

PFC-51-14 n-C6F14 7,910 8,620 

六フッ化硫黄 SF6 23,500 24,300 

三フッ化窒素 NF3 16,100 17,400 

 
以 上 

 
9 AR5 では「PFC-318」と表記されているが、温対法及び AR6 では「PFC-C318」及び「PFC-C-318」と表記されてい
る。 


